
（ ）

-

238,927

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

35,294 9,410 1,542 -

28年度活動見込

-

- - 369,000 615,000

26年度 27年度

- -

25年度

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- - 38 - -

- - 50 - 50

85.3

95.8

援護費及び事務委託費の経理取扱要領の一部改正
について（平成28年3月31日社援発0331第42号）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

89 100

95.8

98.8 81.6

95.8

85 -

-

-

- -

950 654

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0704

年度28

28 年度

-

95.8

-

- - 76 - -

計算式 　　Ｘ/Ｙ

-

356百万円
/35,294件

26年度

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 件

当初見込み 件

38,402 9,335 6,999

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

429 403 824 950 654

401 792

執行率（％） 83% 100% 96%

特別弔慰金（H27改正法）
の請求件数のうち、受理後
6月以内に50％以上の裁定
を行う

特別弔慰金（H27改正法）
の請求件数のうち、受理後
6月以内に裁定を行った件
数の割合

成果実績 ％

昭和３８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

特別弔慰金支給法及び各種特別給付金支給法に基づき、戦没者等の遺族等に対して国として弔慰、特別の慰藉のための支給を行う。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

792百万円
/240,469件

401百万円
/9,410件

-

％

- -

補正予算

千円

824

単位

単位当たりコスト＝Ｘ／Ｙ
（ Ｘ ／ Ｙ）

Ｘ：２７年度執行額
Ｙ：２７年度の国債発行請求件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

356

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

・特別弔慰金及び各種特別給付金の国庫債券の発行請求事務
・裁定に係る事務等（都道府県に委託）（補助率：１０／１０）
・援護システムの運用・管理

- -

429

- -

- -

各種特別給付金等の請求
件数のうち、受理後6月以
内に裁定を行った件数の
割合

25年度

事業番号

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金等の支給事務 担当部局庁 社会・援護局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 援護・業務課 福田　勲

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

恩給関係

-

403

各種特別給付金等の請求
件数のうち、受理後6月以
内に95.8%以上の裁定を行
う
※24年度実績が95.7％

実施方法

定量的な成果目標

％

件

達成度 ％

各年度の国債発行請求件数（各種特別給付金等）

各年度の国債発行請求件数（特別弔慰金（H27改正
法））

-

28年度活動見込

10 43 3

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（昭和４０
年法律第１００号）
戦没者等の妻に対する特別給付金支給法（昭和３８年
法律第６１号）
戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法（昭和４１
年法律第１０９号）（※平成28年改正）
戦没者の父母等に対する特別給付金支給法（昭和４２
年法律第５７号）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

活動指標

一般会計

以上 以上 以上 以上



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係 -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

892

計

実績値 ％ -

職員旅費

電子計算機等借料

施策 戦傷病者、戦没者遺族等に対して、援護年金の支給、療養の給付等の援護を行うこと（Ⅶ－３－１）

政策 戦傷病者、戦没者遺族の援護、中国残留邦人等の支援を行うとともに、旧陸海軍の残務を整理すること（Ⅶ－３）

-

年度

105

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

542

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

特別弔慰金支給法及び各種特別給付金支給法に基づき、戦没者等の遺族等に対して国として弔慰、特別の慰藉のための支給を行う。

-

歳出予算目

- -

1

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

6

遺族年金等支給業務庁費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

-

国
費
投
入
の
必
要

性

51

6

単位

-

-

28年度当初予算

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

一般競争入札によりコスト削減に努めている。

△ 活動実績は見込みを下回った。

‐

△

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

成果実績は目標を下回った。

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国として戦没者遺族等に対し慰藉や弔慰を表す事業であり、
優先度の高い事業である。

事務を委託している都道府県担当者への研修会等を行い、
処理期間の短縮に努めている。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

年度

- -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。
援護システムを活用し、裁定に係る事務や国庫債券の発行
請求事務を円滑に実施している。

- - -

○

本事業は各種特別給付金支給法及び特別弔慰金支給法に
基づく特別給付金等の支給に係る経費であり、真に必要な
ものに限定されている。

単位

・特別弔慰金の請求時効に関する広報経費計上に伴う遺族年金等支給業務庁費の増
・特別弔慰金の裁定見込件数の減少に伴う遺族及留守家族等援護事務委託費の減

○

少額案件以外は全て一般競争入札を実施。一般競争入札
を実施した案件は全て複数者の応札があった。

○

-

計画開始時
27年度 28年度

- - - -

950 654

遺族及留守家族等援護事
務委託費

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

国として戦没者遺族等に対し慰藉や弔慰を表す事業であり、
国民や社会のニーズに合致する。

-

目標最終年度

○

1

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

各種特別給付金及び特別弔慰金の請求受付や裁定等につ
いては、地方自治体に委任している。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

現
状

通
り

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

執行額には、一般競争入札を前年度以前に行った次の国庫債務負担行為に基づく支出が含まれている。
・援護システム運用支援（平成24年度　国庫債務負担行為）
・援護システム通信回線使用料（平成25年度　国庫債務負担行為）
・援護システム機器賃貸借（平成26年度　国庫債務負担行為）

所管府省・部局名

引き続き、必要な予算額を確保しつつ、適正な執行に努めること。なお、事業の実施に当たっては、各種特別給付金や特別弔慰金の請求受付や
裁定等について円滑な事務の執行が図られるよう各自治体に対して必要な支援を行うこと。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号
関
連
事
業

引揚者特別交付金支給事務費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

721

平成24年度

平成27年度

次のとおり事業内容が異なる。

（事業番号704　厚生労働省）
「戦没者等の遺族に対する特別弔慰金等の支給事務」は、
戦傷病者や戦没者の身近な近親者に対し、国として弔慰や
特別の慰藉を表すために支給する事務である。

（事業番号113　総務省）
「引揚者特別交付金支給事務費」は、引揚者に支給する引
揚者特別交付金に係る認定事務費等の経費を負担するた
め都道府県に交付するもの。

平成25年度

現
状
通
り

411

平成26年度

点検対象外

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

737

357

外部有識者の所見

改善の
方向性

成果目標としている裁定事務は都道府県に委託していることから、迅速に裁定を行っている自治体の事例等を他の自治体に周知するなど、裁
定促進対策を講じている。活動実績も見込みを下回ったが、請求期間は３年間（２９年度まで）であることから、引き続き、制度周知に努める。

平成27年度から受付を開始した戦後７０周年の特別弔慰金に係る照会等により、平成27年度は事務量が大幅に増加し、成果実績、活動実績
とも目標に達しなかった。制度周知のための新聞広告や請求書類の印刷については一般競争入札を実施し、効率性を確保した。

事業名

○

453

722

平成23年度

総務省・大臣官房

厚生労働省

７９２百万円

Ａ．民間会社（６社）

１１百万円

Ｂ．都道府県（４７県）

６９４百万円

事務費
２３百万円

Ｃ．民間会社（６社）

６４百万円

【事務委託】

【一般競争入札】

【随意契約（少額）】

請求書類等の印刷等

裁定等に係る事務

新聞広告等



支出先上位１０者リスト
A.

事務処理手引等の印刷

請求書類等の印刷

法案審議用資料の印刷

請求書類等の印刷

請求書類等の印刷

請求書類等の梱包・発送

請求書類等の梱包・発送

ポスター・リーフレットの梱
包・発送

請求書類等の梱包・発送

法案審議用資料の印刷

請求書類等の印刷

請求書類等の印刷

請求書類等の印刷

請求書類等の発送

1

0.8

1.7

1

1

0.6

0.6

0.6

0.4

5010601000566

2011105001632

6010405003434

6010001021699

6010001021699

6010001021699

5010601000566

5010601000566

5010601000566

2011105001632

0.1

0.1

0

-

-

-

-

-

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

- 100％

-

-

-

-

-

-

-

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

100％

- 100％

- 100％

-

100％

- 100％

法　人　番　号

1011701012208

6010001021699

6010001021699

1011701012208

5010601000566

5010601000566

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（少額）

- 100％

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

-

-0.7

6010001021699 2.1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

事務処理手引等の梱包・
発送

請求書類等の梱包・発送

新聞広告のデザイン

18

- 100％
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

6010405003434

8011001014922

-
特定非営利活動法
人　日本セルプセン
ター

リーフレットの梱包・発送

官報掲載料

官報掲載料19

20

15

16

6010405003434

0

14

- 100％

100％

- 100％

- 100％

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

-

12

17

0.2

0.1

0.1

独立行政法人国立
印刷局

独立行政法人国立
印刷局

（株）デザインスタジ
オドアーズ

0

0

- 100％

11

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

13

- 100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

- 100％

2

3

9

6

1

- 100％

-

100％

- 100％

8

7

-

5 - 100％

- 100％

4

計 30 計 0

C.（株）電通 D.-

費　目 使　途

役務費 新聞広告 30 - -

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 4 計 35

-

費　目 使　途
金　額

(百万円）

2

-

請求書類等の印刷 1 - -

-

印刷製本費 請求書類等の印刷

B.兵庫県

0

事務委託費事務処理手引等の印刷

費　目

印刷製本費 法案審議用資料の印刷

賃金、消耗品費等

1 -

使　途

印刷製本費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）
-

印刷製本費 請求書類等の印刷 0 - -

-

金　額
(百万円）

A.大和綜合印刷（株）

35

- -

印刷製本費

-

大和綜合印刷（株）

（株）ハップ

大和綜合印刷（株）

大和綜合印刷（株）

（株）ハップ

協新流通デベロッ
パー（株）

協新流通デベロッ
パー（株）

協新流通デベロッ
パー（株）

特定非営利活動法
人　日本セルプセン
ター

独立行政法人国立
印刷局

大和綜合印刷（株）

大和綜合印刷（株）

大和綜合印刷（株）

協新流通デベロッ
パー（株）

協新流通デベロッ
パー（株）

協新流通デベロッ
パー（株）



B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

7

5

6

（株）ハップ 1011701012208 請求書類等の印刷 3 一般競争入札 9 37％ -

三菱電機（株） 4010001008772
援護システム運用支援
（H24国庫債務負担行為）

1 - - - -

3

4

1

2

（株）電通 4010401048922 新聞広告 30 一般競争入札 3 99％ -

6

7

4

5

愛知県 1000020230006
各種特別給付金及び特別
弔慰金の裁定等に係る事
務費

31 - - - -

10

8

9

神奈川県 1000020140007
各種特別給付金及び特別
弔慰金の裁定等に係る事
務費

22 - - - -

北海道 7000020010006
各種特別給付金及び特別
弔慰金の裁定等に係る事
務費

29 - - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

兵庫県 8000020280003
各種特別給付金及び特別
弔慰金の裁定等に係る事
務費

35 - - -

- - - -

新潟県 5000020150002
各種特別給付金及び特別
弔慰金の裁定等に係る事
務費

31 - - - -

2

-

大阪府 4000020270008
各種特別給付金及び特別
弔慰金の裁定等に係る事
務費

31

岡山県 4000020330001

東京都 8000020130001
各種特別給付金及び特別
弔慰金の裁定等に係る事
務費

29 - - - -

各種特別給付金及び特別
弔慰金の裁定等に係る事
務費

22 - - - -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

福岡県 6000020400009
各種特別給付金及び特別
弔慰金の裁定等に係る事
務費

21 - - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ

名

-

茨城県 2000020080004
各種特別給付金及び特別
弔慰金の裁定等に係る事
務費

21 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱電機（株） 4010001008772 援護システムの改修等 18 一般競争入札 3 79％ -

東京センチュリー
リース（株）

6010401015821
援護システム機器賃貸借
（H26国庫債務負担行為）

6 - - - -

（株）アイネット 1010001035373 ポスター等の印刷 4 一般競争入札 10 73％ -

ＫＤＤＩ（株） 9011101031552
援護システム通信回線使
用料（H25国庫債務負担行
為）

2 - - - -


